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民生部門の省電力の可能性と電気事業の役割
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１．研究の背景と目的

　環境問題の観点から、温室効果ガスの抑制目標が定められている。電力については、原子力

や新エネルギーなどＣＯ2 をあまり出さないような電源の割合を高めることが重要だが、それ

だけで目標達成をすることは困難であるので、電力需要そのものを減らさなくてはならない。

　また、年負荷率の低下という問題も生じてきているが、それによって発電コストの上昇とい

う問題が起こる。電気事業者が扱っている負荷平準化方策として、家庭については季節別、時

間帯別料金の設定、業務については蓄熱方式の空調契約があるが、特に前者は普及していない

のが現状である。

　需要を下げ、かつ、その上で平準化できるものがあれば、ＣＯ2 排出削減にも年負荷率低下

を食い止める意味でもメリットがあると考え、電気事業者が一部費用を負担しても、電気事業

と社会の双方においてプラスになるデマンドサイド・マネジメントの方策を検討する点に研究

の主眼をおいた。

２．研究内容

　具体的な研究の内容については、以下の４点に分類できる。

① 民生部門（家庭・業務）の機器別電力需要および夏季負荷パターンの推定。

家庭部門 ― 世帯類型別(15種類)の所有機器の調査、機器別負荷パターンの推定。夏場の

ピーク時の機器別電力需要についても各機器の使用状況を調査し、推定し

ている。一日の使用状況では、夕方がピークで、エアコン、照明、テレビ

の寄与が大きい（図－１）。

業務部門 ― ４業種（事務所、ホテル、病院、卸・小売）についての機器別電力需要を推

定。一日の使用状況では、午後２～３時頃がピークで、空調の占める割合

が大きい（図－２）。

　　　図－１　機器別夏期負荷曲線（家庭部門）　　図－２　機器別夏期負荷曲線（業務部門）



② 民生部門（家庭・業務）の機器について省エネルギー技術と費用、ならびに将来の普及ポ

テンシャルの調査。

　　エアコンを例に取ると、デジタルツインロータリーコンプレッサーや熱交換器を改良し高

性能化するというような技術についてそれぞれの費用を見積もった。それらの技術を安い順

に並べると、家庭部門については図－３、業務部門については図－４のようになる。しかし

ながら、機器の耐用年数の間に投資コストを回収できる技術があっても、投資をしてもらえ

ないという問題が生じている。そこで、投資回収期間が長いものについては、回収期間が２

年になるようにするために必要な費用を補助金として出すことを考えた。

図－３　省電力供給曲線（家庭部門 1990 年度）　図－４　省電力供給曲線（家庭部門 1990 年度）

③ ＤＳＭプログラムの設計とその最適導入規模の分析。

　　　　　　　　　　表－１　機器効率化技術のピークカット費用と補助金額
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*1　投資回収年数が２年以上の対策の回収年数を２年にするために必要な費用とピーク

カット電力の比
*2　2014 年までに各技術にピークカット限界費用を補助金として支出する場合の総額の

現在価格（機器の寿命を考慮）

　　　前出の補助金について、ＤＳＭ（Demand Side Management）プログラムを設け、電気事

業者側の経済性を判定する指標として「ピーク電力削減限界費用」を採用した。これは、



必要な補助金額を最大のピークカット電力で割った値として定義した。この例を、それぞ

れの省エネ技術について、2014年までにどの程度の費用がかかるかを計算した。（表－１）

④ 最適化型電源構成モデルの開発。

　   電力需要をを下げた場合、電力事業者にどのような影響が出るか。発電設備を減らすこと

にとどまらず、電源全体の運用パターンを、最適化型電源構成モデルを用いて分析する。

　　 分析方法は、ピーク電力削減限界費用の安い順にＤＳＭプログラムに取り入れていき、そ

れによる電力需要の変化に適した最適電源構成を求める。それによって生じた発電費用の

削減がＤＳＭプログラムのメリットであり、これらを総合的に比較して全体として評価す

るものである。

　　 機器を効率化すると、電力需要が下がるだけでなく、大体の場合においてＣＯ2が減ると

いうメリットもあるが､その点もＤＳＭプログラム導入のメリットと勘案し､同等のＣＯ2 削

減を電源構成の変更で行った場合に必要な費用をＤＳＭプログラムのメリットとし、評価に

加えた。

３．結論

　これらの研究から、得られた結論については、

① 電源構成モデルに入れるデータについては標準的なコストを設定、標準的な条件下で最適

化を考えている。ＤＳＭプログラムを導入した場合の最適電源構成について、規模を拡大

していくと、2014年度のピーク電力が減っていくが、500万 kW削減の段階でＬＮＧ複合発

電が、1000万 kWの段階で石油火力が、1500万 kWで原子力発電が減ってくる。

② ＤＳＭプログラムを民生部門に導入することにより、将来の発電コストを削減できる。

③ ＤＳＭプログラムの最適導入規模は、プログラムの対象をピークカット限界費用が安い順

で３番目まで技術に限定してＤＳＭプログラムを適応することにより、ＤＳＭプログラム

を含めた総費用を最も下げるという結果を得た。この場合、2014年度の日本全体のピーク

電力は、約1000 万 kW 程度減少し、ＤＳＭプログラムを含めた総発電費用については、約

３兆円の費用削減が見込まれる。

④ ＣＯ2排出削減効果を考慮すると、ＤＳＭプログラムの経済性は向上するが、本研究で用い

たデータを分析した結果では、最適導入規模については変わらないことがわかった。

以上の４点が挙げられるが、電力会社としては現在の負荷平準化対策以外に、ＤＳＭプログラ

ム、機器を効率化する技術に費用を回しても、結果的には負荷平準化に貢献できるのではない

か。すなわち、３Ｅ＝エネルギー・経済・環境を並立できる対策の例の一つであると考える。

　現在は、ＤＳＭプログラム導入による需要の変化を最適電源構成モデルに与えてモデルの方

ではそれぞれの需要変化によりどのように最適電源構成が変化するのかを順番に調べている段

階であるが、今後、それらを一つにまとめて、モデルの中で自動的にＤＳＭプログラムの導入

規模も決定できるような最適化モデルを作成中である。


